
最終更新：H26.12.19

特定行政書士法定研修　制度構築及び実施のイメージ（案）

H27.1.15日行連理事会にて中央研修所規則改正し、特定行政書士研修委員会設置基準を新設予定

※科目・時間数等研修内容については、現時点での目安であり、今後、若干の変更を伴う可能性があります。

プレ研修
○講義・実力確認

形態：ビデオ・オン・デマンド研修

場所：各事務所等

時間：13.5時間

（3科目×1.5h×3コマ）

受講料：有料（未定）

科目：①行政手続法

②行政不服審査法

③行政事件訴訟法

受
講

”特定”付記

⑦考査

形態：集合

（会場受験）

場所：各単位会

事前研修 本研修本研修法定研修

修了（合格）

Ｈ２６ Ｈ２７

８月 ～ ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

３月

「事前研修」を

VODシステムに登載

＜事前研修＞
○プレ研修
○特別研修〈行政法〉基礎
編を発展・改編し収録。
⇒ビデオ・オン・デマンド
研修システムに登載

＜本研修＞
○新規研修として設定。
※外部団体等にも協力
を要請
⇒集合研修用DVD収録し
単位会に配付。集合
（DVD）研修として実施。

＜事後研修＞
○ブラッシュアップ研修

○特別研修〈行政法〉応用

編を発展・改編し集合研修

として対面（ゼミ）形式にて

実施。

制度構築

６月

「本研修」DVDを

各単位会に配付

臨時総会（H26.12.3）

会則改正(認可申請中)

受 験

不合格

受 講

行 政 書 士

任意・非拘束
義務・拘束

４月～

事前研修

【希望者が自主受講】

７月～９月

本研修

【各単位会順次実施】

１０月４日（日）１４：００～１６：００

考査

【全国一斉実施】

１１月～

ブラッシュアップ研修
○講義

形態：ビデオ・オン・デマンド

研修、集合（対面）研修

場所：東京（集合（対面）研

修）

時間：未定

受講料：（無料）

科目：事例研究（分野別）

事後研修

○講義・考査

形態：集合（DVD）研修

場所：各単位会

時間：18時間+2時間（考査）

受講料：10万円程度

科目：①行政法総論②行政手続法

③行政不服審査法④行政事件訴訟法

⑤倫理・対審構造⑥要件事実・事実認定

論（事例研究含む）
募
集
／
申
込

H27.1 特定行政書士研修委員会（仮称）発足予定 ※専門家等により構成

任意・拘束

中央研修所
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力
確
認

受講

別 紙 ４


